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令和元年度の基本方針について 
 

１．基 本 方 針 

   令和元年度は、公益社団法人として公益認定基準を遵守しつ

つ、本会の設立の趣旨を踏まえた公益目的事業を積極的に展開

することとする。 

   特に、廃棄物行政が抱える共通の課題の解決に向け、国への 

  要望活動や意見表明、情報発信、技術支援などの諸事業に取り 

組むこととする。 

２．重 点 事 項 

  (1) 政策要求・提言活動の強化。 

    (2) 情報発信の充実強化。 

    (3) 財政基盤の強化及び簡素で効率的な組織運営に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 

 

事業計画 

Ⅰ 管理運営 
  １．会議 

   (1) 総  会 
     ①定時総会 

      日  時 令和元年 5 月 23 日（木） 

      場  所 川崎市・川崎市コンベンションホール（神奈川県） 

      主な議案 平成 30 年度業務執行報告について 

           各地区協議会提出要望事項について 

           決議・要望の決定について 

           平成 30 年度決算について 

           令和元年度事業計画及び収支予算について 

           令和 2 年度定時総会・春季評議委員会開催都市について 

                  （令和 2 年度は近畿地区協議会内で開催予定） 

      講 演 等 ①最近の廃棄物行政について（講師：環境省） 

            ②自治体報告（講師：川崎市） 

     ②臨時総会 

      臨時総会は、状況に応じて、秋季評議員会の開催に合わせて開催する。 

   (2) 評議員会 

    ①春季評議員会 

     日  時 令和元年 5 月 22 日（水） 

     場  所 川崎市・川崎市コンベンションホール（神奈川県） 

     主な議案 前記、定時総会に同じ 

    ②秋季評議員会 

     日  時 令和元年 10 月 24 日（木）予定 

     場  所 四日市市（三重県） 

     主な議案 令和元年度上期業務執行状況及び収支状況報告について 

          令和 2 年度事業計画及び予算の考え方について 

          令和 2 年度秋季評議員会開催都市について 

                （令和 2 年度は近畿地区協議会内で開催予定） 

     講 演 等 ①廃棄物行政の動向について（講師：環境省） 

           ②自治体報告（講師：開催都市） 

   (3) 理 事 会 

    回数・場所  年 5 回程度 東京又は総会、評議員会開催都市 理事 25 名 

    主 な 議 題 総会での決定事項の執行 

            総会に付議すべき事項 

            規程の制定及び改廃等 

 

  ２．大規模災害支援 

     被災地からの支援要請並びに環境省からの被災地への支援に係る協力要請に対

する対応を含めできる限りの復旧・復興支援を実施する。また、国からの要請等

に基づき、必要な活動を行う。 

 



３ 

 

Ⅱ 調査研究事業 
  １．廃棄物処理事業の経営及び技術等に関する調査研究 

     廃棄物行政に係る制度改正への適切な対応など廃棄物処理事業が抱える課題に

ついて、各種委員会を設置し、調査検討を実施する。 

 

  ２．廃棄物処理事業に関する調査研究 

     廃棄物処理事業に係る実態調査等を関係団体と共同して実施する。 

 

  ３．要望・意見交換会等 

    ①通常総会決議に基づき廃棄物処理事業の推進に関する要望書を政府与党に提出。 

    ②廃棄物行政に係る制度の改正や関係法令の見直しに向けた意見表明や意見交換 

     会の実施。 

  ４．廃棄物処理に関する図書の出版 

    ①令和元年版廃棄物処理施設整備実務必携 
     発行予定 令和元年 7 月 

     主な内容 1.循環型社会推進交付金交付要綱等 2.関係法令等 3.関係通知等 

 

 

Ⅲ 普及啓発事業 
  １．表彰等 

   ①環境大臣表彰 （令和元年度循環型社会形成推進功労者等）  

    令和元年 11 月 15 日（金）東京商工会議所 東商グランドホール 
   ②第 42 回会長表彰 

    功労賞及び有効賞 令和元年 5 月 23 日（木）開催の定時総会時 

    勤続賞      平成 31 年 4 月中・下旬開催の地区協議会総会時 

   ③感謝状の贈呈   令和元年 5 月 23 日（木）開催の定時総会時及び随時 
 
  ２．研修会等  

   ①春季施設見学会（令和元年度定時総会開催時） 
         於：川崎市浮島資源化処理施設、令和元年 5 月 24 日（金） 
   ②秋季施設見学会（令和元年度秋季評議員会開催時） 
         於：四日市市、令和元年 10 月 25 日（金）予定 
   ③廃棄物行政実務者研修会     於：東京、令和 2 年 2 月予定 

   ④廃棄物処理施設積算要領研修会  於：関東・関西、令和元年 11 月予定 

   ⑤第 41 回全国都市清掃研究・事例発表会 

         於：豊橋市（愛知県）、令和 2 年 1 月 22 日（水）～ 24 日（金） 

 
  ３．広報活動    

   ①ホームページや機関誌を発行し、廃棄物処理に係る情報提供や普及啓発活動を行

うとともに本会の事業活動を広く社会に伝達する。 

   ②３Ｒ活動推進フォ－ラムの設立趣旨に賛同し、循環型社会づくり活動の一層の推

進のため、会員として参画し、３Ｒ活動を推進する。 

 

  ４．国際交流    

   ①ＩＳＷＡ（国際廃棄物協議会）のナショナルメンバーとして情報交換等を行う

ほか、その運営に参画する。また、諸外国との情報交換に努める。 



４ 

 

   ②海外の廃棄物関係団体との交流 

    ・海外の廃棄物関係団体訪問団の受入等 

    ・第 38 回海外廃棄物処理事情調査団派遣  

 

 

Ⅳ 技術指導相談事業 
  １．技術指導相談事業  

     本事業は、廃棄物処理施設建設工事に係る技術的助言・指導を行う。 

   (1) 技術指導 

      地方自治体からの求めに応じ、その技術力を補完する立場から、次の事項に

ついて技術指導を行う。本事業は昭和 56 年度から実施しており、平成 29 年

度までに 108件が完了している。 
     ①ごみ処理基本計画策定、②ごみ処理施設整備事業計画策定の助言、 

③環境影響調査、④発注仕様書審査、⑤見積図書審査、⑥実施設計審査、 

⑦建設監理援助、⑧性能試験援助、⑨運転・保全業務援助 

   (2) 技術相談 

      地方自治体または民間企業等の求めに応じ、ごみ処理施設など廃棄物処理施

設の建設や維持管理に関する技術相談に応じるとともに、これらに関する技術

情報の提供などを行う。又、廃棄物処理技術に関する問い合わせ等について専

門的な立場から回答・案内等を行う。 

  ２．廃棄物処理技術検証・確認事業  

     全国の廃棄物処理技術の向上と相互協力の見地から、地方公共団体の立場を理

解したうえで企業が開発する廃棄物処理に係る技術について検証・確認し、地方

公共団体に新技術について技術情報提供を行う。 

 

 

Ⅴ 適正処理困難廃棄物対策事業 
  １．適正処理困難廃棄物対策事業 

   ①適正処理困難指定廃棄物対策協議会の運営 

     本協議会は、適正処理困難指定廃棄物の処理体制の整備に向け、関係者と協議

するに当たり市町村（会員以外の市町村も含む）の意向の集約化及び情報の把握

等を行うため、設置されており、その事務局を当法人が担当し、その運営に当た

っている。 

   ②関係業界との協議 

   ③国への要望等 

 

  ２．使用済み乾電池等広域回収・処理事業  

   1 ）管理・運営協議会の運営 

      全国の市町村（会員以外の市町村も含む）を対象に本事業を実施するため、

当法人に事務局を置いて運営に当たっている。 

    ①使用済み乾電池等広域回収処理事業管理・運営協議会 



５ 

 

     日  時 令和 2 年 1 月中旬 

     場  所 札幌市内 

     主な議題 ・使用済み乾電池等の広域回収・処理計画実施状況 

          ・使用済み乾電池等広域回収・処理計画について 

    ②関係者間（運搬業者、受入事業者等）の調整 

   ２）広域・回収処理計画の策定及び事業の実施と報告 

   ３）受入事業者の処理の実施状況について実地により確認 

 

 

Ⅵ 廃棄物処理プラント保険事業 
  １．「全都清」廃棄物処理プラント保険の取扱 

     本保険は、地方自治体が所有・使用・管理する廃棄物処理施設内の機械設備に 

    係る事故等を幅広く補償する保険として、昭和 61 年 4 月に発足、 33 年の実績

を重ねている。 

     平成 31 年 4 月現在において 64 団体（ 102施設）が加入している。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



元年度 30年度 差　異 備　　　考

Ⅰ

１．事業活動収入

1) 入会金収入 570,000 570,000 0

(1)正会員 50,000 50,000 0 自治体

(2)特別会員 20,000 20,000 0 都道府県等

(3)賛助会員 500,000 500,000 0 関係企業

2) 会費収入 103,643,000 102,601,000 1,042,000

(1)正会員 79,882,000 79,381,000 501,000 自治体

(2)特別会員 1,110,000 1,150,000 -40,000 都道府県等

(3)賛助会員 22,651,000 22,070,000 581,000 関係企業

3) 雑収入 100,000 100,000 0 預金利息等

4) 調査研究事業収入 16,650,000 16,490,000 160,000 受託調査、刊行物販売

5）普及啓発事業収入 19,957,000 19,710,000 247,000 研修会、研究発表会

6）技術指導相談事業収入 96,892,000 95,130,000 1,762,000 技術指導、検証確認

7）乾電池等広域処理手数料収入 14,955,000 14,790,000 165,000

事業活動収入計 252,767,000 249,391,000 3,376,000

２．事業活動支出

1)事業費 249,630,000 228,344,000 21,286,000

(1)  役員報酬 9,185,000 9,185,000 0

(2)  給料手当 72,551,000 76,532,000 -3,981,000 職員

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 12,753,000 13,310,000 -557,000 事業主負担社会保険料

(5)  退職金 20,573,000 0 20,573,000

(6)  会議費 14,610,000 14,435,000 175,000 各種委員会、実行委員会等

(7)  旅費交通費 27,975,000 26,780,000 1,195,000 研究発表会、技術指導等

(8)  通信運搬費 2,955,000 2,888,000 67,000 刊行図書発送代等

(9)  消耗品費 300,000 280,000 20,000

(10) 修繕費 395,000 369,000 26,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(11) 印刷製本費 17,637,000 17,020,000 617,000 刊行図書印刷、論文集等

(12) 光熱水料費 1,000,000 966,000 34,000

(13) 賃借料 19,557,000 19,355,000 202,000 事務所関係、事務機等

(14) 諸謝金 1,925,000 1,891,000 34,000 編集委員会、研究発表会等

(15) 租税公課 5,968,000 3,996,000 1,972,000 消費税・印紙税等

(16) 負担金 1,655,000 1,650,000 5,000 ＩＳＷＡ年会費

(17) 委託費 28,551,000 27,805,000 746,000 積算要領研修会、技術指導等

(18) 会場費 6,350,000 6,241,000 109,000 研修会、研究発表会等

(19) 表彰状記念品費 4,365,000 4,335,000 30,000 会長表彰、大臣表彰

(20) 大規模災害支援事業費 1,000,000 1,000,000 0

(21) 交際費 0 150,000 -150,000

(22) 雑費 325,000 156,000 169,000

2)管理費 21,107,000 18,857,000 2,250,000

(1)　役員報酬 1,020,000 1,020,000 0

(2)　給料手当 4,906,000 5,403,000 -497,000

(3)　福利厚生費 955,000 1,020,000 -65,000 事業主負担社会保険料

(4)　退職金 2,542,000 0 2,542,000

(5)　会議費 1,939,000 1,912,000 27,000 総会、評議員会、理事会

(6)　旅費交通費 1,841,000 1,830,000 11,000 総会、秋季評議員会等

(7)　通信運搬費 2,141,000 2,118,000 23,000 電話料、インターネット料等

(8)　什器備品費 0 0 0

(9)　消耗品費 420,000 414,000 6,000

(10) 修繕費 42,000 41,000 1,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(11) 印刷製本費 1,437,000 1,420,000 17,000 総会、評議員会関係等

(12) 光熱水費 52,000 51,000 1,000

(13) 賃借料 1,029,000 1,019,000 10,000 事務所関係、事務機等

(14) 諸謝金 1,308,000 1,296,000 12,000 弁護士、会計士相談料等

(15) 租税公課 467,000 313,000 154,000 消費税・印紙税等

(16) 負担金 553,000 550,000 3,000 関係団体分担金等

(17) 交際費 50,000 50,000 0

(18) 借入利息 0 0 0

(19) 雑費 405,000 400,000 5,000

事業活動支出計 270,737,000 247,201,000 23,536,000

事業活動収支差額 -17,970,000 2,190,000 -20,160,000

（平成31年4月1日から令和2年3月31日）

令和元年度収支予算書（総括表）

科　　　　　目

事業活動収支の部

単位：円
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元年度 30年度 差　異 備　　　考

Ⅱ投資活動収支の部

１．投資活動収入

1)特定積立金取崩収入

①積立金取崩 0 0 0

②退職給付積立金取崩 23,115,000 0 23,115,000

投資活動収入計 23,115,000 0 23,115,000

２．投資活動支出

1)特定積立金支出

①退職給付積立金支出 5,145,000 2,190,000 2,955,000

投資活動支出計 5,145,000 2,190,000 2,955,000

17,970,000 -2,190,000 20,160,000

Ⅲ財務活動収支の部

１．財務活動収入

1)借入金収入

①短期借入金収入 0 0 0

財務活動収入計 0 0 0

２．財務活動支出

1)借入金返済

①短期借入金返済 50,000,000 70,000,000 -20,000,000

財務活動支出計 50,000,000 70,000,000 -20,000,000

-50,000,000 -70,000,000 20,000,000

-50,000,000 -70,000,000 20,000,000

50,000,000 70,000,000 -20,000,000

0 0 0
参  考

325,882,000 319,391,000 6,491,000

325,882,000 319,391,000 6,491,000

0 0 0次期繰越収支差額

次期繰越収支差額

財務活動収支差額

当期収支差額

前期繰越収支差額

収入総額

支出総額

投資活動収支差額

科　　　　　目
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１．法人会計 単位：円

元年度 30年度 差異 備考

Ⅰ

１．事業活動収入

1) 入会金収入 0 0 0

①正 会 員 0 0 0

②特別会員 0 0 0

③賛助会員 0 0 0

2) 会費収入 19,131,000 19,102,000 29,000

①正 会 員 14,745,000 14,780,000 -35,000

②特別会員 205,000 213,000 -8,000

③賛助会員 4,181,000 4,109,000 72,000

3) 雑収入 0 0 0

①受取利息 0 0 0

②そ の 他 0 0 0

4) 調査研究事業収入 0 0 0

5）普及啓発事業収入 0 0 0

6）技術指導相談事業収入 0 0 0

7）乾電池等広域処理手数料収入 0 0 0

事業活動収入計 19,131,000 19,102,000 29,000

２．事業活動支出

1)管理費 21,107,000 18,857,000 2,250,000

(1)　役員報酬 1,020,000 1,020,000 0

(2)　給料手当 4,906,000 5,403,000 -497,000

(3)　福利厚生費 955,000 1,020,000 -65,000 事業主負担社会保険料

(4)　退職金 2,542,000 0 2,542,000

(5)　会議費 1,939,000 1,912,000 27,000 総会、評議員会、理事会

(6)　旅費交通費 1,841,000 1,830,000 11,000 総会、秋季評議員会等

(7)　通信運搬費 2,141,000 2,118,000 23,000 電話料、インターネット料等

(8)　什器備品費 0 0 0

(9)  消耗品費 420,000 414,000 6,000

(10) 修繕費 42,000 41,000 1,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(11) 印刷製本費 1,437,000 1,420,000 17,000 総会、評議員会関係等

(12) 光熱水費 52,000 51,000 1,000

(13) 賃借料 1,029,000 1,019,000 10,000 事務所関係、事務機等

(14) 諸謝金 1,308,000 1,296,000 12,000 弁護士、会計士相談料等

(15) 租税公課 467,000 313,000 154,000 消費税・印紙税等

(16) 負担金 553,000 550,000 3,000 関係団体分担金等

(17) 交際費 50,000 50,000 0

(18) 借入利息 0 0 0

(19) 雑費 405,000 400,000 5,000

事業活動支出計 21,107,000 18,857,000 2,250,000

事業活動収支差額 -1,976,000 245,000 -2,221,000

明　細　表

科　　　　　目

事業活動収支の部
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元年度 30年度 差異 備考

Ⅱ投資活動収支の部

１．投資活動収入

1)特定積立金取崩収入

①積立金取崩 0 0 0

②退職給付積立金取崩 2,542,000 0 2,542,000

投資活動収入計 2,542,000 0 2,542,000

２．投資活動支出

1)特定積立金支出

①退職給付積立金支出 566,000 245,000 321,000

投資活動支出計 566,000 245,000 321,000

1,976,000 -245,000 2,221,000

Ⅲ財務活動収支の部

１．財務活動収入

1)借入金収入

①短期借入金収入 0 0 0

財務活動収入計 0 0 0

２．財務活動支出

1)借入金返済

①短期借入金返済 50,000,000 70,000,000 -20,000,000

財務活動支出計 50,000,000 70,000,000 -20,000,000

-50,000,000 -70,000,000 20,000,000

-50,000,000 -70,000,000 20,000,000

50,000,000 70,000,000 -20,000,000

0 0 0

科　　　　　目

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

投資活動収支差額

財務活動収支差額

当期収支差額
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　１）共通 単位：円

元年度 30年度 差異 備　　　　考

Ⅰ

１．事業活動収入

1) 入会金収入 570,000 570,000 0

①正 会 員 50,000 50,000 0 自治体

②特別会員 20,000 20,000 0 都道府県等

③賛助会員 500,000 500,000 0 関係企業

2) 会費収入 0 0 0

①正 会 員 0 0 0

②特別会員 0 0 0

③賛助会員 0 0 0

3) 雑収入 100,000 100,000 0

①受取利息 100,000 100,000 0 預金利息等

②そ の 他 0 0 0

4) 調査研究事業収入 0 0 0

5）普及啓発事業収入 0 0 0

6）技術指導相談事業収入 0 0 0

7）乾電池等広域処理手数料収入 0 0 0

事業活動収入計 670,000 670,000 0

２．事業活動支出

1)事業費 0 0 0

(1)  役員報酬 0 0 0

(2)  給料手当 0 0 0

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 0 0 0

(5)  退職金 0 0 0

(6)  会議費 0 0 0

(7)  旅費交通費 0 0 0

(8)  通信運搬費 0 0 0

(9)  消耗品費 0 0 0

(10) 修繕費 0 0 0

(11) 印刷製本費 0 0 0

(12) 光熱水料費 0 0 0

(13) 賃借料 0 0 0

(14) 諸謝金 0 0 0

(15) 租税公課 0 0 0

(16) 負担金 0 0 0

(17) 委託費 0 0 0

(18) 会場費 0 0 0

(19) 執筆査読費 0 0 0

(20) 表彰状記念品費 0 0 0

(21) 大規模災害支援事業費 0 0 0

(22) 雑費 0 0 0

事業活動支出計 0 0 0

事業活動収支差額 670,000 670,000 0

２．公益目的事業会計

科　　　　　目

事業活動収支の部
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元年度 30年度 差異 備　　　　考

Ⅱ投資活動収支の部

１．投資活動収入

1)特定積立金取崩収入

①積立金取崩 0 0 0

②退職給付積立金取崩 0 0 0

投資活動収入計 0 0 0

２．投資活動支出

1)特定積立金支出

①退職給付積立金支出 0 0 0

投資活動支出計 0 0 0

0 0 0

Ⅲ財務活動収支の部

１．財務活動収入

1)借入金収入

①短期借入金収入 0 0 0

財務活動収入計 0 0 0

２．財務活動支出

1)借入金返済

①短期借入金返済 0 0 0

財務活動支出計 0 0 0

0 0 0

670,000 670,000 0

0 0 0

670,000 670,000 0次期繰越収支差額

財務活動収支差額

当期収支差額

前期繰越収支差額

投資活動収支差額

科　　　　　目
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　２）調査研究事業 単位：円

元年度 30年度 差異 備　　　考

Ⅰ

１．事業活動収入

1) 入会金収入 0 0 0

①正 会 員 0 0 0

②特別会員 0 0 0

③賛助会員 0 0 0

2) 会費収入 13,947,000 14,361,000 -414,000

①正 会 員 10,750,000 11,110,000 -360,000

②特別会員 149,000 161,000 -12,000

③賛助会員 3,048,000 3,090,000 -42,000

3) 雑収入 0 0 0

①受取利息 0 0 0

②そ の 他 0 0 0

4) 調査研究事業収入 16,650,000 16,490,000 160,000 受託調査、刊行物販売

5）普及啓発事業収入 0 0 0

6）技術指導相談事業収入 0 0 0

7）乾電池等広域処理手数料収入 0 0 0

事業活動収入計 30,597,000 30,851,000 -254,000

２．事業活動支出

1)事業費 34,301,000 30,512,000 3,789,000

(1)  役員報酬 2,551,000 2,551,000 0

(2)  給料手当 12,665,000 13,982,000 -1,317,000

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 2,395,000 2,576,000 -181,000 事業主負担社会保険料

(5)  退職金 4,623,000 0 4,623,000

(6)  会議費 665,000 650,000 15,000 各種委員会、要望等

(7)  旅費交通費 220,000 200,000 20,000

(8)  通信運搬費 1,395,000 1,366,000 29,000 刊行図書送料等

(9)  消耗品費 130,000 125,000 5,000

(10) 修繕費 85,000 82,000 3,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(11) 印刷製本費 2,760,000 2,645,000 115,000 実務必携、調査報告書

(12) 光熱水料費 160,000 153,000 7,000

(13) 賃借料 3,090,000 3,056,000 34,000 事務所関係、事務機等

(14) 諸謝金 0 0 0

(15) 租税公課 752,000 391,000 361,000 消費税・印紙税等

(16) 負担金 0 0 0

(17) 委託費 1,915,000 1,875,000 40,000 調査データ整理等

(18) 会場費 840,000 810,000 30,000

(19) 表彰状記念品費 0 0 0

(20) 大規模災害支援事業費 0 0 0

(21) 交際費 0 0 0

(22) 雑費 55,000 50,000 5,000

事業活動支出計 34,301,000 30,512,000 3,789,000

事業活動収支差額 -3,704,000 339,000 -4,043,000

科　　　　　目

事業活動収支の部
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元年度 30年度 差異 備　　　考

Ⅱ 投資活動収支の部

１．投資活動収入

1)特定積立金取崩収入

①積立金取崩 0 0 0

②退職給付積立金取崩 4,623,000 0 4,623,000

投資活動収入計 4,623,000 0 4,623,000

２．投資活動支出

1)特定積立金支出

①退職給付積立金支出 1,029,000 440,000 589,000

投資活動支出計 1,029,000 440,000 589,000

3,594,000 -440,000 4,034,000

Ⅲ 財務活動収支の部

１．財務活動収入

1)借入金収入

①短期借入金収入 0 0 0

財務活動収入計 0 0 0

２．財務活動支出

1)借入金返済

①短期借入金返済 0 0 0

財務活動支出計 0 0 0

0 0 0

-110,000 -101,000 -9,000

0 0 0

-110,000 -101,000 -9,000

科　　　　　目

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

投資活動収支差額

財務活動収支差額

当期収支差額
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元年度 30年度 差異 備　　　考

Ⅰ

１．事業活動収入

1) 入会金収入 0 0 0

①正 会 員 0 0 0

②特別会員 0 0 0

③賛助会員 0 0 0

2) 会費収入 49,297,000 48,329,000 968,000

①正 会 員 37,996,000 37,391,000 605,000

②特別会員 529,000 542,000 -13,000

③賛助会員 10,772,000 10,396,000 376,000

3) 雑収入 0 0 0

①受取利息 0 0 0

②そ の 他 0 0 0

4) 調査研究事業収入 0 0 0

5）普及啓発事業収入 19,957,000 19,710,000 247,000 研修会、研究発表会

6）技術指導相談事業収入 0 0 0

7）乾電池等広域処理手数料収入 0 0 0

事業活動収入計 69,254,000 68,039,000 1,215,000

２．事業活動支出

1)事業費 75,392,000 67,559,000 7,833,000

(1)  役員報酬 2,551,000 2,551,000 0

(2)  給料手当 11,354,000 12,088,000 -734,000

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 2,200,000 2,302,000 -102,000 事業主負担社会保険料

(5)  退職金 7,397,000 0 7,397,000

(6)  会議費 11,875,000 11,765,000 110,000 地区協議会、実行委員会等

(7)  旅費交通費 4,615,000 4,520,000 95,000 編集委員会、研究発表会等

(8)  通信運搬費 1,185,000 1,165,000 20,000 機関誌都市清掃、論文集等

(9)  消耗品費 60,000 55,000 5,000

(10) 修繕費 110,000 102,000 8,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(11) 印刷製本費 13,648,000 13,260,000 388,000 機関誌都市清掃、論文集

(12) 光熱水料費 210,000 203,000 7,000

(13) 賃借料 4,120,000 4,075,000 45,000 事務所関係、事務機等

(14) 諸謝金 1,345,000 1,326,000 19,000 編集委員会、研究発表会等

(15) 租税公課 1,697,000 1,251,000 446,000 消費税・印紙税等

(16) 負担金 1,655,000 1,650,000 5,000 ＩＳＷＡ年会費

(17) 委託費 440,000 430,000 10,000 積算要領研修会等

(18) 会場費 5,350,000 5,276,000 74,000 研修会、研究発表会等

(19) 表彰状記念品費 4,365,000 4,335,000 30,000 会長表彰、大臣表彰

(20) 大規模災害支援事業費 1,000,000 1,000,000 0

(21) 交際費 0 150,000 -150,000

(22) 雑費 215,000 55,000 160,000

事業活動支出計 75,392,000 67,559,000 7,833,000

事業活動収支差額 -6,138,000 480,000 -6,618,000

元年度 30年度 差異 備　　　考

科　　　　　目

　３）普及啓発事業

事業活動収支の部

科　　　　　目
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Ⅱ投資活動収支の部

１．投資活動収入

1)特定積立金取崩収入

①積立金取崩 0 0 0

②退職給付積立金取崩 7,397,000 0 7,397,000

投資活動収入計 7,397,000 0 7,397,000

２．投資活動支出

1)特定積立金支出

①退職給付積立金支出 1,646,000 700,000 946,000

投資活動支出計 1,646,000 700,000 946,000

5,751,000 -700,000 6,451,000

Ⅲ財務活動収支の部

１．財務活動収入

1)借入金収入

①短期借入金収入 0 0 0

財務活動収入計 0 0 0

２．財務活動支出

1)借入金返済

①短期借入金返済 0 0 0

財務活動支出計 0 0 0

0 0 0

-387,000 -220,000 -167,000

0 0 0

-387,000 -220,000 -167,000

投資活動収支差額

次期繰越収支差額

財務活動収支差額

当期収支差額

前期繰越収支差額
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　４）技術指導相談事業 単位：円

元年度 30年度 差異 備　　　考

Ⅰ

１．事業活動収入

1) 入会金収入 0 0 0

①正 会 員 0 0 0

②特別会員 0 0 0

③賛助会員 0 0 0

2) 会費収入 3,704,000 2,930,000 774,000

①正 会 員 2,855,000 2,267,000 588,000

②特別会員 39,000 33,000 6,000

③賛助会員 810,000 630,000 180,000

3) 雑収入 0 0 0

①受取利息 0 0 0

②そ の 他 0 0 0

4) 調査研究事業収入 0 0 0

5）普及啓発事業収入 0 0 0

6）技術指導相談事業収入 96,892,000 95,130,000 1,762,000 技術指導、検証確認

7）乾電池等広域処理手数料収入 0 0 0

事業活動収入計 100,596,000 98,060,000 2,536,000

２．事業活動支出

1)事業費 102,789,000 97,818,000 4,971,000

(1)  役員報酬 2,042,000 2,042,000 0

(2)  給料手当 33,100,000 33,584,000 -484,000

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 5,370,000 5,442,000 -72,000 事業主負担社会保険料

(5)  退職金 2,774,000 0 2,774,000

(6)  会議費 530,000 515,000 15,000

(7)  旅費交通費 21,000,000 20,000,000 1,000,000 技術指導業務等

(8)  通信運搬費 260,000 252,000 8,000

(9)  消耗品費 55,000 50,000 5,000

(10) 修繕費 90,000 82,000 8,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(11) 印刷製本費 530,000 515,000 15,000

(12) 光熱水料費 365,000 356,000 9,000

(13) 賃借料 7,200,000 7,130,000 70,000 事務所関係、事務機等

(14) 諸謝金 580,000 565,000 15,000 検証確認事業

(15) 租税公課 2,697,000 1,785,000 912,000 消費税・印紙税等

(16) 負担金 0 0 0

(17) 委託費 26,196,000 25,500,000 696,000 技術指導業務

(18) 会場費 0 0 0

(19) 表彰状記念品費 0 0 0

(20) 大規模災害支援事業費 0 0 0

(21) 交際費 0 0 0

(22) 雑費 0 0 0

事業活動支出計 102,789,000 97,818,000 4,971,000

事業活動収支差額 -2,193,000 242,000 -2,435,000

科　　　　　目

事業活動収支の部
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元年度 30年度 差異 備　　　考

Ⅱ投資活動収支の部

１．投資活動収入

1)特定積立金取崩収入

①積立金取崩 0 0 0

②退職給付積立金取崩 2,774,000 0 2,774,000

投資活動収入計 2,774,000 0 2,774,000

２．投資活動支出

1)特定積立金支出

①退職給付積立金支出 617,000 260,000 357,000

投資活動支出計 617,000 260,000 357,000

2,157,000 -260,000 2,417,000

Ⅲ財務活動収支の部

１．財務活動収入

1)借入金収入

①短期借入金収入 0 0 0

財務活動収入計 0 0 0

２．財務活動支出

1)借入金返済

①短期借入金返済 0 0 0

財務活動支出計 0 0 0

0 0 0

-36,000 -18,000 -18,000

0 0 0

-36,000 -18,000 -18,000

科　　　　　目

次期繰越収支差額

財務活動収支差額

当期収支差額

前期繰越収支差額

投資活動収支差額
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　５）適正処理困難廃棄物対策事業 単位：円

元年度 30年度 差異 備　　　考

Ⅰ

１．事業活動収入

1) 入会金収入 0 0 0

①正 会 員 0 0 0

②特別会員 0 0 0

③賛助会員 0 0 0

2) 会費収入 11,412,000 11,872,000 -460,000

①正 会 員 8,795,000 9,185,000 -390,000

②特別会員 122,000 134,000 -12,000

③賛助会員 2,495,000 2,553,000 -58,000

3) 雑収入 0 0 0

①受取利息 0 0 0

②そ の 他 0 0 0

4) 調査研究事業収入 0 0 0

5）普及啓発事業収入 0 0 0

6）技術指導相談事業収入 0 0 0

7）乾電池等広域処理手数料収入 14,955,000 14,790,000 165,000

事業活動収入計 26,367,000 26,662,000 -295,000

２．事業活動支出

1)事業費 30,050,000 26,471,000 3,579,000

(1)  役員報酬 1,531,000 1,531,000 0

(2)  給料手当 12,436,000 13,734,000 -1,298,000

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 2,225,000 2,404,000 -179,000 事業主負担社会保険料

(5)  退職金 4,623,000 0 4,623,000

(6)  会議費 1,425,000 1,395,000 30,000 適困協議会、乾電池等管理運営協会

(7)  旅費交通費 1,800,000 1,730,000 70,000 乾電池等の処理センター現地調査等

(8)  通信運搬費 75,000 70,000 5,000 年度報告書、広域回収処理計画説明資料等

(9)  消耗品費 55,000 50,000 5,000

(10) 修繕費 85,000 82,000 3,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(11) 印刷製本費 589,000 500,000 89,000 年度報告書、広域回収処理計画説明資料等

(12) 光熱水料費 210,000 203,000 7,000

(13) 賃借料 4,115,000 4,075,000 40,000 事務所関係、事務機等

(14) 諸謝金 0 0 0

(15) 租税公課 666,000 491,000 175,000 消費税・印紙税等

(16) 負担金 0 0 0

(17) 委託費 0 0 0

(18) 会場費 160,000 155,000 5,000

(19) 表彰状記念品費 0 0 0

(20) 大規模災害支援事業費 0 0 0

(21) 交際費 0 0 0

(22) 雑費 55,000 51,000 4,000

事業活動支出計 30,050,000 26,471,000 3,579,000

事業活動収支差額 -3,683,000 191,000 -3,874,000

事業活動収支の部

科　　　　　目
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元年度 30年度 差異 備　　　考

Ⅱ投資活動収支の部

１．投資活動収入

1)特定積立金取崩収入

①積立金取崩 0 0 0

②退職給付積立金取崩 4,623,000 0 4,623,000

投資活動収入計 4,623,000 0 4,623,000

２．投資活動支出

1)特定積立金支出

①退職給付積立金支出 1,029,000 435,000 594,000

投資活動支出計 1,029,000 435,000 594,000

3,594,000 -435,000 4,029,000

Ⅲ財務活動収支の部

１．財務活動収入

1)借入金収入

①短期借入金収入 0 0 0

財務活動収入計 0 0 0

２．財務活動支出

1)借入金返済

①短期借入金返済 0 0 0

財務活動支出計 0 0 0

0 0 0

-89,000 -244,000 155,000

0 0 0

-89,000 -244,000 155,000

投資活動収支差額

次期繰越収支差額

財務活動収支差額

当期収支差額

前期繰越収支差額

科　　　　　目
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　６）廃棄物処理プラント保険事業 単位：円

元年度 30年度 差異 備　　　考

Ⅰ

１．事業活動収入

1) 入会金収入 0 0 0

①正 会 員 0 0 0

②特別会員 0 0 0

③賛助会員 0 0 0

2) 会費収入 6,152,000 6,007,000 145,000

①正 会 員 4,741,000 4,648,000 93,000

②特別会員 66,000 67,000 -1,000

③賛助会員 1,345,000 1,292,000 53,000

3) 雑収入 0 0 0

①受取利息 0 0 0

②そ の 他 0 0 0

4) 調査研究事業収入 0 0 0

5）普及啓発事業収入 0 0 0

6）技術指導相談事業収入 0 0 0

7）乾電池等広域処理手数料収入 0 0 0

事業活動収入計 6,152,000 6,007,000 145,000

２．事業活動支出

1)事業費 7,098,000 5,984,000 1,114,000

(1)  役員報酬 510,000 510,000 0

(2)  給料手当 2,996,000 3,144,000 -148,000

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 563,000 586,000 -23,000 事業主負担社会保険料

(5)  退職金 1,156,000 0 1,156,000

(6)  会議費 115,000 110,000 5,000

(7)  旅費交通費 340,000 330,000 10,000

(8)  通信運搬費 40,000 35,000 5,000

(9)  消耗品費 0 0 0

(10) 修繕費 25,000 21,000 4,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(11) 印刷製本費 110,000 100,000 10,000

(12) 光熱水料費 55,000 51,000 4,000

(13) 賃借料 1,032,000 1,019,000 13,000 事務所関係、事務機等

(14) 諸謝金 0 0 0

(15) 租税公課 156,000 78,000 78,000 消費税

(16) 負担金 0 0 0

(17) 委託費 0 0 0

(18) 会場費 0 0 0

(19) 表彰状記念品費 0 0 0

(20) 大規模災害支援事業費 0 0 0

(21）交際費 0 0 0

(22) 雑費 0 0 0

事業活動支出計 7,098,000 5,984,000 1,114,000

事業活動収支差額 -946,000 23,000 -969,000

事業活動収支の部

科　　　　　目
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元年度 30年度 差異 備　　　考

Ⅱ 投資活動収支の部

１．投資活動収入

1)特定積立金取崩収入

①積立金取崩 0 0 0

②退職給付積立金取崩 1,156,000 0 1,156,000

投資活動収入計 1,156,000 0 1,156,000

２．投資活動支出

1)特定積立金支出

258,000 110,000 148,000

投資活動支出計 258,000 110,000 148,000

898,000 -110,000 1,008,000

Ⅲ 財務活動収支の部

１．財務活動収入

1)借入金収入

①短期借入金収入 0 0 0

財務活動収入計 0 0 0

２．財務活動支出

1)借入金返済

①短期借入金返済 0 0 0

財務活動支出計 0 0 0

0 0 0

-48,000 -87,000 39,000

0 0 0

-48,000 -87,000 39,000

投資活動収支差額

次期繰越収支差額

財務活動収支差額

当期収支差額

前期繰越収支差額

科　　　　　目

①退職給付積立金支出
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元年度 30年度 差　異 備　　　考

Ⅰ

１．経常増減の部

(1)経常収益

受取入会金 570,000 570,000 0

正会員入会金収入 50,000 50,000 0 自治体

特別会員入会金収入 20,000 20,000 0 都道府県等

賛助会員入会金収入 500,000 500,000 0 関係企業

受取会費 103,643,000 102,601,000 1,042,000

正会員会費収入 79,882,000 79,381,000 501,000 自治体

特別会員会費収入 1,110,000 1,150,000 -40,000 都道府県等

賛助会員会費収入 22,651,000 22,070,000 581,000 関係企業

雑収入 100,000 100,000 0 預金利息等

受取利息 100,000 100,000 0

事業収益 148,454,000 146,120,000 2,334,000

調査研究事業収入 16,650,000 16,490,000 160,000 受託調査、刊行物販売

普及啓発事業収入 19,957,000 19,710,000 247,000 研修会、研究発表会

技術指導相談事業収入 96,892,000 95,130,000 1,762,000 技術指導(30/26)、検証確認

乾電池等広域処理手数料収入 14,955,000 14,790,000 165,000

経常収益計 252,767,000 249,391,000 3,376,000

(2)経常費用

事業費

(1)  役員報酬 9,185,000 9,185,000 0

(2)  給料手当 72,551,000 76,532,000 -3,981,000 職員12名分

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 12,753,000 13,310,000 -557,000 事業主負担社会保険料

(5)  退職給付引当金繰入 4,579,000 1,945,000 2,634,000

(6)  退職金 20,573,000 0 20,573,000

(7)  会議費 14,610,000 14,435,000 175,000 各種委員会、実行委員会等

(8)  旅費交通費 27,975,000 26,780,000 1,195,000 研究発表会、技術指導等

(9)  通信運搬費 2,955,000 2,888,000 67,000 電話料、刊行図書発送代等

(10)什器備品費 0 0 0

(11) 消耗品費 300,000 280,000 20,000

(12) 修繕費 395,000 369,000 26,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(13) 印刷製本費 17,637,000 17,020,000 617,000 刊行図書印刷、論文集等

(14) 光熱水料費 1,000,000 966,000 34,000

(15) 賃借料 19,557,000 19,355,000 202,000 事務所関係、事務機等

(16) 諸謝金 1,925,000 1,891,000 34,000 編集委員会、研究発表会等

(17) 租税公課 5,968,000 3,996,000 1,972,000 消費税・印紙税等

(18) 負担金 1,655,000 1,650,000 5,000 ＩＳＷＡ年会費

(19) 委託費 28,551,000 27,805,000 746,000 積算要領研修会、技術指導等

(20) 会場費 6,350,000 6,241,000 109,000 研修会、研究発表会等

(21) 表彰状記念品費 4,365,000 4,335,000 30,000 会長表彰、大臣表彰

(22) 大規模災害支援事業費 1,000,000 1,000,000 0

(23) 交際費 0 150,000 -150,000

(24) 雑費 325,000 156,000 169,000

一般正味財産増減の部

令和元年度正味財産増減計算書（総括表）
（平成31年4月1日から令和2年3月31日）

科　　　　　目

単位：円
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元年度 30年度 差　異 備　　　考科　　　　　目

管理費

(1)  役員報酬 1,020,000 1,020,000 0

(2)  給料手当 4,906,000 5,403,000 -497,000

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 955,000 1,020,000 -65,000 事業主負担社会保険料

(5)  退職給付引当金繰入 566,000 245,000 321,000

(6)  退職金 2,542,000 0 2,542,000

(7)  会議費 1,939,000 1,912,000 27,000 総会、評議員会、理事会

(8)  旅費交通費 1,841,000 1,830,000 11,000 総会、評議員会等

(9)  通信運搬費 2,141,000 2,118,000 23,000 電話料、刊行図書発送代等

(10) 什器備品費 0 0 0

(11) 消耗品費 420,000 414,000 6,000

(12) 修繕費 42,000 41,000 1,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(13) 印刷製本費 1,437,000 1,420,000 17,000 総会、評議員会等

(14) 光熱水料費 52,000 51,000 1,000

(15) 賃借料 1,029,000 1,019,000 10,000 事務所関係、事務機等

(16) 諸謝金 1,308,000 1,296,000 12,000 弁護士、会計士相談料等

(17) 租税公課 467,000 313,000 154,000 消費税・印紙税等

(18) 負担金 553,000 550,000 3,000 関係団体分担金等

(19) 委託費 0 0 0

(20) 会場費 0 0 0

(21) 表彰状記念品費 0 0 0

(22) 交際費 50,000 50,000 0

(23) 借入利息 0 0 0

(24) 雑費 405,000 400,000 5,000

経常費用計 275,882,000 249,391,000 26,491,000

評価損益等調整前当期経常増減額 -23,115,000 0 -23,115,000

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損益 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 -23,115,000 0 -23,115,000

2．経常外増減の部

(1)経常外収益

中科目別記載 0 0 0

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

その他経常外費用 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 -23,115,000 0 -23,115,000

一般正味財産期首残高 154,901,970 154,901,970 0

一般正味財産期末残高 131,786,970 154,901,970 -23,115,000

Ⅱ．指定正味財産増減額

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ．正味財産期末残高 131,786,970 154,901,970 -23,115,000

23



１．法人会計 単位：円

元年度 30年度 差　異 備　　　考

Ⅰ一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1)経常収益

受取入会金 0 0 0

正会員入会金収入 0 0 0

特別会員入会金収入 0 0 0

賛助会員入会金収入 0 0 0

受取会費 19,131,000 19,102,000 29,000

正会員会費収入 14,745,000 14,780,000 -35,000

特別会員会費収入 205,000 213,000 -8,000

賛助会員会費収入 4,181,000 4,109,000 72,000

雑収入 0 0 0

受取利息 0 0 0

事業収益 0 0 0

調査研究事業収入 0 0 0

普及啓発事業収入 0 0 0

技術指導相談事業収入 0 0 0

乾電池等広域処理手数料収入 0 0 0

経常収益計 19,131,000 19,102,000 29,000

(2)経常費用

管理費

(1)  役員報酬 1,020,000 1,020,000 0

(2)  給料手当 4,906,000 5,403,000 -497,000

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 955,000 1,020,000 -65,000 事業主負担社会保険料

(5)  退職給付引当金繰入 566,000 245,000 321,000

(6)  退職金 2,542,000 0 2,542,000

(7)  会議費 1,939,000 1,912,000 27,000 総会、評議員会、理事会

(8)  旅費交通費 1,841,000 1,830,000 11,000 総会、秋季評議員会等

(9)  通信運搬費 2,141,000 2,118,000 23,000 電話料、インターネット料等

(10) 什器備品費 0 0 0

(11) 消耗品費 420,000 414,000 6,000

(12) 修繕費 42,000 41,000 1,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(13) 印刷製本費 1,437,000 1,420,000 17,000 総会、評議員会関係等

(14) 光熱水料費 52,000 51,000 1,000

(15) 賃借料 1,029,000 1,019,000 10,000 事務所関係、事務機等

(16) 諸謝金 1,308,000 1,296,000 12,000 弁護士、会計士相談料等

(17) 租税公課 467,000 313,000 154,000 消費税・印紙税等

(18) 負担金 553,000 550,000 3,000 関係団体分担金等

(19) 委託費 0 0 0

(20) 会場費 0 0 0

(21) 表彰状記念品費 0 0 0

(22) 交際費 50,000 50,000 0

(23) 借入利息 0 0 0

(24) 雑費 405,000 400,000 5,000

経常費用計 21,673,000 19,102,000 2,571,000

評価損益等調整前当期経常増減額 -2,542,000 0 -2,542,000

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損益 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 -2,542,000 0 -2,542,000

明　細　表

科　　　　　目
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元年度 30年度 差　異 備　　　考科　　　　　目

2．経常外増減の部

(1)経常外収益

中科目別記載 0 0 0
経常外収益計 0 0 0
(2)経常外費用

その他経常外費用 0 0 0
経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
他会計振替額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 -2,542,000 0 -2,542,000
一般正味財産期首残高 45,009,187 45,009,187 0
一般正味財産期末残高 42,467,187 45,009,187 -2,542,000

Ⅱ．指定正味財産増減額

当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ．正味財産期末残高 42,467,187 45,009,187 -2,542,000
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２．公益目的事業会計

　１）共通 単位：円

元年度 30年度 差　異 備　　　考

Ⅰ一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1)経常収益

受取入会金 570,000 570,000 0

正会員入会金収入 50,000 50,000 0 自治体

特別会員入会金収入 20,000 20,000 0 都道府県等

賛助会員入会金収入 500,000 500,000 0 関係企業

受取会費 0 0 0

正会員会費収入 0 0 0

特別会員会費収入 0 0 0

賛助会員会費収入 0 0 0

雑収入 100,000 100,000 0

受取利息 100,000 100,000 0 預金利息等

事業収益 0 0 0

調査研究事業収入 0 0 0

普及啓発事業収入 0 0 0

技術指導相談事業収入 0 0 0

乾電池等広域処理手数料収入 0 0 0

経常収益計 670,000 670,000 0

(2)経常費用

事業費

(1)  役員報酬 0 0 0

(2)  給料手当 0 0 0

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 0 0 0

(5)  退職給付引当金繰入 0 0 0

(6)  退職金 0 0 0

(7)  会議費 0 0 0

(8)  旅費交通費 0 0 0

(9)  通信運搬費 0 0 0

(10) 什器備品費 0 0 0

(11) 消耗品費 0 0 0

(12) 修繕費 0 0 0

(13) 印刷製本費 0 0 0

(14) 光熱水料費 0 0 0

(15) 賃借料 0 0 0

(16) 諸謝金 0 0 0

(17) 租税公課 0 0 0

(18) 負担金 0 0 0

(19) 委託費 0 0 0

(20) 会場費 0 0 0

(21) 表彰状記念品費 0 0 0

(22) 大規模災害支援事業費 0 0 0

(23) 交際費 0 0 0

(24) 雑費 0 0 0

経常費用計 0 0 0

評価損益等調整前当期経常増減額 670,000 670,000 0

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損益 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 670,000 670,000 0

科　　　　　目
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元年度 30年度 差　異 備　　　考科　　　　　目

2．経常外増減の部

(1)経常外収益

中科目別記載 0 0 0

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

その他経常外費用 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 670,000 670,000 0

一般正味財産期首残高 3,831,455 3,161,455 670,000

一般正味財産期末残高 4,501,455 3,831,455 670,000

Ⅱ．指定正味財産増減額

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

Ⅲ．正味財産期末残高 4,501,455 3,831,455 670,000
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　２）調査研究事業 単位：円

元年度 30年度 差　異 備　　　考

Ⅰ一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1)経常収益

受取入会金 0 0 0

正会員入会金収入 0 0 0

特別会員入会金収入 0 0 0

賛助会員入会金収入 0 0 0

受取会費 13,947,000 14,361,000 -414,000

正会員会費収入 10,750,000 11,110,000 -360,000

特別会員会費収入 149,000 161,000 -12,000

賛助会員会費収入 3,048,000 3,090,000 -42,000

雑収入 0 0 0

受取利息 0 0 0

事業収益 16,650,000 16,490,000 160,000

調査研究事業収入 16,650,000 16,490,000 160,000 受託調査、刊行物販売

普及啓発事業収入 0 0 0

技術指導相談事業収入 0 0 0

乾電池等広域処理手数料収入 0 0 0

経常収益計 30,597,000 30,851,000 -254,000

(2)経常費用

事業費

(1)  役員報酬 2,551,000 2,551,000 0

(2)  給料手当 12,665,000 13,982,000 -1,317,000

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 2,395,000 2,576,000 -181,000 事業主負担社会保険料

(5)  退職給付引当金繰入 1,029,000 440,000 589,000

(6)  退職金 4,623,000 0 4,623,000

(7)  会議費 665,000 650,000 15,000 各種委員会、要望等

(8)  旅費交通費 220,000 200,000 20,000

(9)  通信運搬費 1,395,000 1,366,000 29,000 刊行図書送料等

(10) 什器備品費 0 0 0

(11) 消耗品費 130,000 125,000 5,000

(12) 修繕費 85,000 82,000 3,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(13) 印刷製本費 2,760,000 2,645,000 115,000 実務必携、調査報告書

(14) 光熱水料費 160,000 153,000 7,000

(15) 賃借料 3,090,000 3,056,000 34,000 事務所関係、事務機等

(16) 諸謝金 0 0 0

(17) 租税公課 752,000 391,000 361,000 消費税・印紙税等

(18) 負担金 0 0 0

(19) 委託費 1,915,000 1,875,000 40,000 調査データ整理等

(20) 会場費 840,000 810,000 30,000

(21) 表彰状記念品費 0 0 0

(22) 大規模災害支援事業費 0 0 0

(23) 交際費 0 0 0

(24) 雑費 55,000 50,000 5,000

経常費用計 35,330,000 30,952,000 4,378,000

評価損益等調整前当期経常増減額 -4,733,000 -101,000 -4,632,000

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損益 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 -4,733,000 -101,000 -4,632,000

科　　　　　目
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元年度 30年度 差　異 備　　　考科　　　　　目

2．経常外増減の部

(1)経常外収益

中科目別記載 0 0 0

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

その他経常外費用 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 -4,733,000 -101,000 -4,632,000

一般正味財産期首残高 33,505,130 33,606,130 -101,000

一般正味財産期末残高 28,772,130 33,505,130 -4,733,000

Ⅱ．指定正味財産増減額

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

Ⅲ．正味財産期末残高 28,772,130 33,505,130 -4,733,000
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　３）普及啓発事業 単位：円

元年度 30年度 差　異 備　　　考

Ⅰ一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1)経常収益

受取入会金 0 0 0

正会員入会金収入 0 0 0

特別会員入会金収入 0 0 0

賛助会員入会金収入 0 0 0

受取会費 49,297,000 48,329,000 968,000

正会員会費収入 37,996,000 37,391,000 605,000

特別会員会費収入 529,000 542,000 -13,000

賛助会員会費収入 10,772,000 10,396,000 376,000

雑収入 0 0 0

受取利息 0 0 0

事業収益 19,957,000 19,710,000 247,000

調査研究事業収入 0 0 0

普及啓発事業収入 19,957,000 19,710,000 247,000 研修会、研究発表会

技術指導相談事業収入 0 0 0

乾電池等広域処理手数料収入 0 0 0

経常収益計 69,254,000 68,039,000 1,215,000

(2)経常費用

事業費

(1)  役員報酬 2,551,000 2,551,000 0

(2)  給料手当 11,354,000 12,088,000 -734,000

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 2,200,000 2,302,000 -102,000 事業主負担社会保険料

(5)  退職給付引当金繰入 1,646,000 700,000 946,000

(6)  退職金 7,397,000 0 7,397,000

(7)  会議費 11,875,000 11,765,000 110,000 地区協議会、実行委員会等

(8)  旅費交通費 4,615,000 4,520,000 95,000 編集委員会、研究発表会等

(9)  通信運搬費 1,185,000 1,165,000 20,000 機関誌都市清掃、論文集等

(10) 什器備品費 0 0 0

(11) 消耗品費 60,000 55,000 5,000

(12) 修繕費 110,000 102,000 8,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(13) 印刷製本費 13,648,000 13,260,000 388,000 機関誌都市清掃、論文集

(14) 光熱水料費 210,000 203,000 7,000

(15) 賃借料 4,120,000 4,075,000 45,000 事務所関係、事務機等

(16) 諸謝金 1,345,000 1,326,000 19,000 編集委員会、研究発表会等

(17) 租税公課 1,697,000 1,251,000 446,000 消費税・印紙税等

(18) 負担金 1,655,000 1,650,000 5,000 ＩＳＷＡ年会費

(19) 委託費 440,000 430,000 10,000 積算要領研修会等

(20) 会場費 5,350,000 5,276,000 74,000 研修会、研究発表会等

(21) 表彰状記念品費 4,365,000 4,335,000 30,000 会長表彰、大臣表彰

(22) 大規模災害支援事業費 1,000,000 1,000,000 0

(23) 交際費 0 150,000 -150,000

(24) 雑費 215,000 55,000 160,000

経常費用計 77,038,000 68,259,000 8,779,000

評価損益等調整前当期経常増減額 -7,784,000 -220,000 -7,564,000

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損益 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 -7,784,000 -220,000 -7,564,000

科　　　　　目
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元年度 30年度 差　異 備　　　考科　　　　　目

2．経常外増減の部

(1)経常外収益

中科目別記載 0 0 0

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

その他経常外費用 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 -7,784,000 -220,000 -7,564,000

一般正味財産期首残高 27,757,804 27,977,804 -220,000

一般正味財産期末残高 19,973,804 27,757,804 -7,784,000

Ⅱ．指定正味財産増減額

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

Ⅲ．正味財産期末残高 19,973,804 27,757,804 -7,784,000
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　４）技術指導相談事業 単位：円

元年度 30年度 差　異 備　　　考

Ⅰ一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1)経常収益

受取入会金 0 0 0

正会員入会金収入 0 0 0

特別会員入会金収入 0 0 0

賛助会員入会金収入 0 0 0

受取会費 3,704,000 2,930,000 774,000

正会員会費収入 2,855,000 2,267,000 588,000

特別会員会費収入 39,000 33,000 6,000

賛助会員会費収入 810,000 630,000 180,000

雑収入 0 0 0

受取利息 0 0 0

事業収益 96,892,000 95,130,000 1,762,000

調査研究事業収入 0 0 0

普及啓発事業収入 0 0 0

技術指導相談事業収入 96,892,000 95,130,000 1,762,000 技術指導(30/26)、検証確認

乾電池等広域処理手数料収入 0 0 0

経常収益計 100,596,000 98,060,000 2,536,000

(2)経常費用

事業費

(1)  役員報酬 2,042,000 2,042,000 0

(2)  給料手当 33,100,000 33,584,000 -484,000

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 5,370,000 5,442,000 -72,000 事業主負担社会保険料

(5)  退職給付引当金繰入 617,000 260,000 357,000

(6)  退職金 2,774,000 0 2,774,000

(7)  会議費 530,000 515,000 15,000

(8)  旅費交通費 21,000,000 20,000,000 1,000,000 技術指導業務等

(9)  通信運搬費 260,000 252,000 8,000

(10) 什器備品費 0 0 0

(11) 消耗品費 55,000 50,000 5,000

(12) 修繕費 90,000 82,000 8,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(13) 印刷製本費 530,000 515,000 15,000

(14) 光熱水料費 365,000 356,000 9,000

(15) 賃借料 7,200,000 7,130,000 70,000 事務所関係、事務機等

(16) 諸謝金 580,000 565,000 15,000 検証確認事業

(17) 租税公課 2,697,000 1,785,000 912,000 消費税・印紙税等

(18) 負担金 0 0 0

(19) 委託費 26,196,000 25,500,000 696,000 技術指導業務

(20) 会場費 0 0 0

(21) 表彰状記念品費 0 0 0

(22) 大規模災害支援事業費 0 0 0

(23) 交際費 0 0 0

(24) 雑費 0 0 0

経常費用計 103,406,000 98,078,000 5,328,000

評価損益等調整前当期経常増減額 -2,810,000 -18,000 -2,792,000

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損益 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 -2,810,000 -18,000 -2,792,000

科　　　　　目
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元年度 30年度 差　異 備　　　考科　　　　　目

2．経常外増減の部

(1)経常外収益

中科目別記載 0 0 0

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

その他経常外費用 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 -2,810,000 -18,000 -2,792,000

一般正味財産期首残高 27,041,033 27,059,033 -18,000

一般正味財産期末残高 24,231,033 27,041,033 -2,810,000

Ⅱ．指定正味財産増減額

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

Ⅲ．正味財産期末残高 24,231,033 27,041,033 -2,810,000
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　５）適正処理困難廃棄物対策事業 単位：円

元年度 30年度 差　異 備　　　考

Ⅰ一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1)経常収益

受取入会金 0 0 0

正会員入会金収入 0 0 0

特別会員入会金収入 0 0 0

賛助会員入会金収入 0 0 0

受取会費 11,412,000 11,872,000 -460,000

正会員会費収入 8,795,000 9,185,000 -390,000

特別会員会費収入 122,000 134,000 -12,000

賛助会員会費収入 2,495,000 2,553,000 -58,000

雑収入 0 0 0

受取利息 0 0 0

事業収益 14,955,000 14,790,000 165,000

調査研究事業収入 0 0 0

普及啓発事業収入 0 0 0

技術指導相談事業収入 0 0 0

乾電池等広域処理手数料収入 14,955,000 14,790,000 165,000

経常収益計 26,367,000 26,662,000 -295,000

(2)経常費用

事業費

(1)  役員報酬 1,531,000 1,531,000 0

(2)  給料手当 12,436,000 13,734,000 -1,298,000

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 2,225,000 2,404,000 -179,000 事業主負担社会保険料

(5)  退職給付引当金繰入 1,029,000 435,000 594,000

(6)  退職金 4,623,000 0 4,623,000

(7)  会議費 1,425,000 1,395,000 30,000 適困協議会、乾電池等管理運営協会

(8)  旅費交通費 1,800,000 1,730,000 70,000 乾電池等の処理センター現地調査等

(9)  通信運搬費 75,000 70,000 5,000 年度報告書、広域回収処理計画説明資料等

(10) 什器備品費 0 0 0

(11) 消耗品費 55,000 50,000 5,000

(12) 修繕費 85,000 82,000 3,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(13) 印刷製本費 589,000 500,000 89,000 年度報告書、広域回収処理計画説明資料等

(14) 光熱水料費 210,000 203,000 7,000

(15) 賃借料 4,115,000 4,075,000 40,000 事務所関係、事務機等

(16) 諸謝金 0 0 0

(17) 租税公課 666,000 491,000 175,000 消費税・印紙税等

(18) 負担金 0 0 0

(19) 委託費 0 0 0

(20) 会場費 160,000 155,000 5,000

(21) 表彰状記念品費 0 0 0

(22) 大規模災害支援事業費 0 0 0

(23) 交際費 0 0 0

(24) 雑費 55,000 51,000 4,000

経常費用計 31,079,000 26,906,000 4,173,000

評価損益等調整前当期経常増減額 -4,712,000 -244,000 -4,468,000

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損益 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 -4,712,000 -244,000 -4,468,000

科　　　　　目
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元年度 30年度 差　異 備　　　考科　　　　　目

2．経常外増減の部

(1)経常外収益

中科目別記載 0 0 0

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

その他経常外費用 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 -4,712,000 -244,000 -4,468,000

一般正味財産期首残高 16,957,013 17,201,013 -244,000

一般正味財産期末残高 12,245,013 16,957,013 -4,712,000

Ⅱ．指定正味財産増減額

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

Ⅲ．正味財産期末残高 12,245,013 16,957,013 -4,712,000
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　６）廃棄物処理プラント保険事業 単位：円

元年度 30年度 差　異 備　　　考

Ⅰ一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1)経常収益

受取入会金 0 0 0

正会員入会金収入 0 0 0

特別会員入会金収入 0 0 0

賛助会員入会金収入 0 0 0

受取会費 6,152,000 6,007,000 145,000

正会員会費収入 4,741,000 4,648,000 93,000

特別会員会費収入 66,000 67,000 -1,000

賛助会員会費収入 1,345,000 1,292,000 53,000

雑収入 0 0 0

受取利息 0 0 0

事業収益 0 0 0

調査研究事業収入 0 0 0

普及啓発事業収入 0 0 0

技術指導相談事業収入 0 0 0

乾電池等広域処理手数料収入 0 0 0

経常収益計 6,152,000 6,007,000 145,000

(2)経常費用

事業費

(1)  役員報酬 510,000 510,000 0

(2)  給料手当 2,996,000 3,144,000 -148,000

(3)  臨時雇用賃金 0 0 0

(4)  福利厚生費 563,000 586,000 -23,000 事業主負担社会保険料

(5)  退職給付引当金繰入 258,000 110,000 148,000

(6)  退職金 1,156,000 0 1,156,000

(7)  会議費 115,000 110,000 5,000

(8)  旅費交通費 340,000 330,000 10,000

(9)  通信運搬費 40,000 35,000 5,000

(10) 什器備品費 0 0 0

(11) 消耗品費 0 0 0

(12) 修繕費 25,000 21,000 4,000 ホームページ、パソコン等修繕費

(13) 印刷製本費 110,000 100,000 10,000

(14) 光熱水料費 55,000 51,000 4,000

(15) 賃借料 1,032,000 1,019,000 13,000 事務所関係、事務機等

(16) 諸謝金 0 0 0

(17) 租税公課 156,000 78,000 78,000 消費税

(18) 負担金 0 0 0

(19) 委託費 0 0 0

(20) 会場費 0 0 0

(21) 表彰状記念品費 0 0 0

(22) 大規模災害支援事業費 0 0 0

(23) 交際費 0 0 0

(24) 雑費 0 0 0

経常費用計 7,356,000 6,094,000 1,262,000

評価損益等調整前当期経常増減額 -1,204,000 -87,000 -1,117,000

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損益 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 -1,204,000 -87,000 -1,117,000

科　　　　　目
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2．経常外増減の部

(1)経常外収益

中科目別記載 0 0 0

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

その他経常外費用 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 -1,204,000 -87,000 -1,117,000

一般正味財産期首残高 800,348 887,348 -87,000

一般正味財産期末残高 -403,652 800,348 -1,204,000

Ⅱ．指定正味財産増減額

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

Ⅲ．正味財産期末残高 -403,652 800,348 -1,204,000
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